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北海道最低賃金は、時間額８８９円に 

～ 効力発生日は令和３年１０月１日です ～ 

 

北海道最低賃金は、本年１０月１日から時間額８８９円（８６１円から２８円 

引上げ）になります。 

 

 

１ 北海道最低賃金については、本年８月５日に北海道地方最低賃金審議会（会長 亀
かめ

野
の

 淳
じゅん

）から北海道労働局長（上田
う え だ

 国士
く に お

）に答申が行われ、本年９月１日に官報

公示されたことから、効力発生日である本年１０月１日から時間額８８９円になり

ます。 

 

２ 北海道労働局は、本年１０月１日以降に労働者に支給される賃金が、改定された

最低賃金額を下回ることのないよう、道内市町村、商工会議所・商工会、使用者団

体、労働団体等にポスター等を配付し周知を依頼するなど周知・広報に努めていま

す。 

 

３ 最低賃金及び賃金の引上げに向けた環境整備を図るため、業務改善助成金の支給

などの支援を行っています。（別添リーフレット参照） 

 

 

 

 

 

【担当】 

厚生労働省 

北海道労働局労働基準部賃金室 

   室   長    横溝 朱実 

   室長補佐    龍瀧 良之 

直通電話：011-788-6576 

代表電話：011-709-2311 

（内線 3531） 

厚生労働省北海道労働局発表 

令 和 ３ 年 １ ０ 月 １ 日 



【 参 考 】 

１ 北海道最低賃金について 

（１）適用 

   北海道内の事業場で働くすべての労働者及びその使用者に適用されます。 

（２）金額 

北海道最低賃金には、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、臨時に支払われる賃金、

１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、時間外等割増賃金は算入されません。 

（３）特定の産業（「処理牛乳・乳飲料、乳製品、糖類製造業」、「鉄鋼業」、「電子部品・

デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業」、「船舶製造・修

理業、船体ブロック製造業」）で働く方には北海道の特定（産業別）最低賃金が適

用されます。 

 

２ 北海道最低賃金の推移（過去１０年間） 

年 度 
最低賃金額 

時間額（円） 

引上額 

（円） 

引上率 

（％） 

平成 24 年度 ７１９ １４ １．９９ 

平成 25 年度 ７３４ １５ ２．０９ 

平成 26 年度 ７４８ １４ １．９１ 

平成 27 年度 ７６４ １６ ２．１４ 

平成 28 年度 ７８６ ２２ ２．８８ 

平成 29 年度 ８１０ ２４ ３．０５ 

平成 30 年度 ８３５ ２５ ３．０９ 

令和元年度 ８６１ ２６ ３．１１ 

令和 2 年度 ８６１ － － 

令和 3 年度 ８８９ ２８ ３．２５ 

 

 ＜添付書類＞ 

  １ 令和３年度 地域別最低賃金改定一覧 

  ２ 北海道最低賃金リーフレット 

  ３ 業務改善助成金リーフレット 

   

 

 

（道政記者クラブ・経済記者クラブに同時提供） 

 



令和３年 令和２年

北海道 889 (861) 28 令和3年10月1日

青森 822 (793) 29 令和3年10月6日

岩手 821 (793) 28 令和3年10月2日

宮城 853 (825) 28 令和3年10月1日

秋田 822 (792) 30 令和3年10月1日

山形 822 (793) 29 令和3年10月2日

福島 828 (800) 28 令和3年10月1日

茨城 879 (851) 28 令和3年10月1日

栃木 882 (854) 28 令和3年10月1日

群馬 865 (837) 28 令和3年10月2日

埼玉 956 (928) 28 令和3年10月1日

千葉 953 (925) 28 令和3年10月1日

東京 1041 (1013) 28 令和3年10月1日

神奈川 1040 (1012) 28 令和3年10月1日

新潟 859 (831) 28 令和3年10月1日

富山 877 (849) 28 令和3年10月1日

石川 861 (833) 28 令和3年10月7日

福井 858 (830) 28 令和3年10月1日

山梨 866 (838) 28 令和3年10月1日

長野 877 (849) 28 令和3年10月1日

岐阜 880 (852) 28 令和3年10月1日

静岡 913 (885) 28 令和3年10月2日

愛知 955 (927) 28 令和3年10月1日

三重 902 (874) 28 令和3年10月1日

滋賀 896 (868) 28 令和3年10月1日

京都 937 (909) 28 令和3年10月1日

大阪 992 (964) 28 令和3年10月1日

兵庫 928 (900) 28 令和3年10月1日

奈良 866 (838) 28 令和3年10月1日

和歌山 859 (831) 28 令和3年10月1日

鳥取 821 (792) 29 令和3年10月6日

島根 824 (792) 32 令和3年10月2日

岡山 862 (834) 28 令和3年10月2日

広島 899 (871) 28 令和3年10月1日

山口 857 (829) 28 令和3年10月1日

徳島 824 (796) 28 令和3年10月1日

香川 848 (820) 28 令和3年10月1日

愛媛 821 (793) 28 令和3年10月1日

高知 820 (792) 28 令和3年10月2日

福岡 870 (842) 28 令和3年10月1日

佐賀 821 (792) 29 令和3年10月6日

長崎 821 (793) 28 令和3年10月2日

熊本 821 (793) 28 令和3年10月1日

大分 822 (792) 30 令和3年10月6日

宮崎 821 (793) 28 令和3年10月6日

鹿児島 821 (793) 28 令和3年10月2日

沖縄 820 (792) 28 令和3年10月8日

全国加重平均額 930 (902) 28

令和３年度　地域別最低賃金改定一覧

都道府県名
最低賃金時間額【円】 引上げ額

【円】
発効年月日







（※２）ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率
が一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

令和3年8月から

「業務改善助成金」が使いやすくなります

○助成金受給の流れや申請先等については裏面をご覧ください。

（※1）

（※2）

（※1）

※申請期限：令和４年１月３１日

コース区分
引上

げ額

引き上げる

労働者数

助成

上限額
助成対象事業場 助成率

20円コース 20円以上

１人 ２０万円

以下の２つの要件を
満たす事業場

・事業場内最低賃金と
地域別最低賃金の
差額が30円以内
・事業場規模100人以下

【事業場内最低賃金
900円未満】
４／５
生産性要件を
満たした場合は
９／１０

【事業場内最低賃金
900円以上】
３／４
生産性要件を
満たした場合は
４／５

２～３人 ３０万円
４～６人 ５０万円
７人以上 ７０万円
10人以上 ８０万円

30円コース 30円以上

１人 ３０万円
２～３人 ５０万円
４～６人 ７０万円
７人以上 １００万円
10人以上 １２０万円

45円コース 45円以上

１人 ４５万円
２～３人 ７０万円
４～６人 １００万円
７人以上 １５０万円
10人以上 １８０万円

60円コース 60円以上

１人 ６０万円
２～３人 ９０万円
４～６人 １５０万円
７人以上 ２３０万円
10人以上 ３００万円

90円コース 90円以上

１人 ９０万円
２～３人 １５０万円
４～６人 ２７０万円
７人以上 ４５０万円
10人以上 ６００万円

（※2）

（※2）

（※１）10人以上の上限額区分は、以下のいずれかに該当する事業場が対象となります。
①賃金要件：事業場内最低賃金900円未満の事業場
②生産量要件：売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３ヶ月間の月平均値が前年又は前々年の同じ月に比べて、

30％以上減少している事業者

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

（新設）

変更後のコース内容

『業務改善助成金』は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金（事業場内
最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、
設備投資など（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）
を行った場合に、その費用の一部を助成します。

助成金の
概要

業務改善助成金 検索詳しくはHPをご覧ください！



厚生労働省

◆ 「業務改善助成金コールセンター」を開設しましたので、お気軽にお問い合わせください。
お問い合わせ先

（R３.８.１０）

交付申請書・事業実施計画などを、
最寄りの都道府県労働局に提出 審

査

交付決定後、
提出した計画に
沿って事業実施

労働局に
事業実施結果
を報告

支給

助成金支給までの流れ

審
査

働き方改革推進支援資金

◆ 日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引上げに取り組む者に対して、設備資金や
運転資金の融資を行っています。
詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

～・業務改善助成金の活用事例・～

【受付時間】平日8:30～17:15 【電話番号】０３ー６３８８ー６１５５

※申請先は、各労働局雇用環境・均等部（室）

ご留意頂きたい事項

◆ 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
◆ 事業完了の期限は令和４年３月３１日です。

その他の変更点

◆ PC、スマホ、タブレットの新規購入、貨物自動車なども生産性向上の効果が認められる場合は対象になります。
※特例のうち、②生産量要件に該当する場合であって、引上げ額30円以上の場合に限ります。

◆ 同一年度内に複数回（2回まで）申請することができます。


